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以下。「低賃金」労働は、国際的には、所得の中央値の 3 分の 2 以下と理解されている
（上田真理「非正規雇用と社会保障」『東洋法学』60巻 1 号（2017年）31頁）。
（ 2 ）　定年後に再雇用された有期雇用労働者の賃金格差の不合理について、長澤運輸事件で








































































































に申請援助義務（10）（生活保護法24条 1 項、施行規則 1 条 2 項）が果たされなけ
ればならない。しかし、生活保護に優先する社会保障制度自体の機能を低下さ











（ 1 ）　NHK スペシャル取材班『高校生ワーキングプア』（2018年、新潮社）参照。






（ 5 ）　労働市場法改革の政治的背景になる考え方であり、2003年 3 月に当時のシュレーダー
首相が公表したものである。競争力を改善すれば、一般的な福祉を達成することができ
る と 仮 定 さ れ た。Waltermann, Nachwirkungen der “Hartz-Reformen” auf das Arbeits- und 
Sozialrecht, 2018, Manuskript, S. 1. ヴァルターマン、緒方桂子仮訳「労働法及び社会保障
法における『ハルツ改革』の影響」2018年 9 月15日関西労働法研究会 1 頁。
（ 6 ）　Waltermann, Abschied vom Normalarbeitsverhältnis? Welche arbeits- und sozialrechtlichen 
Regelungen empfehlen sich im Hinblick auf die Zunahme neuer Beschäftigungsformen und die 
wachsende Diskontinuität von Erwerbsbiographien? - Gutachten B zum 68. Deutschen Juristentag 
［DJT］, 2010;ders, Armutsfeste Altersvorsorge durch Versicherung?,SGb 2013, 433, 437; 
Ruland, Die Rentenpolitik vor schwierigen Entscheidungen-Der Koalitonsvertrag und die 
rentenpolitischen Notwendigkeiten, DRV 2018, 1; Laura Schmitt, Soziale Sicherung 
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低賃金労働における「不適切なインセンティブ」と年金権に関する一考察〔上田　真理〕
Selbstständiger, SGb 2018, 541ff.; Nebe, Spaltung des Arbeitsmarkes durch Krisegesetzgebung, 
Soziales Recht ［SR］ 2013, 1, 7.
（ 7 ）　建設業では「一人親方」に対する健康被害の救済をめぐっては、労災法での特別加入
制度では不十分であることに加えて、近年、国家賠償請求を認容する判決が高裁では続












































































で、基礎年金をうける地位が付与され（国年法 7 条 1 項 3 号）、また家族とし
て療養給付の受給資格も取得できる（健保 3 条 7 項 1 号）。
　これらの立法による「家計補助的労働者」は、通常、世帯主により生計を維
持するので、独自の生活保障を必要としないとされるのは、日独に共通してい








































































（ 1）適用が除外される労働―ミニジョブ（ 4編 8条）
　ドイツ被用者保険法は、かなり多くの被用者を適用対象に定めるが、ミニ
ジョブとよばれる、僅少の労働時間及び超短期間の就業並びに同様の僅少の自
営業（Geringfügige Beschäftigung und geringfügige selbständige Tätigkeit）の適用
を除外している。具体的には、「僅少の就業」は、当該就業から得られる 1 ヶ
月の賃金が450ユーロを超えない（16）又は 1 暦年のうち長くとも 2 ヶ月又は50労
働日以内に当該就業の特性に基づき設定されている場合である、ただし、当該
就業が職業として遂行されかつその月額報酬が450ユーロを超える場合は別で
あると定める（ 4 編 8 条 1 項 1 号及び 2 号）（Ⅱで後述）。
　日本で被用者保険法の適用を検討する際に次の 2 点に留意が必要である。 1
つに、短期間就業もすべての 2 ヶ月以内の就業を適用除外するのではなく、
















（ 4 編 7 条 1 項）の有無により被用者保険の加入義務を認定する。これを 4 編
7 条は、「使用は非自立的労働であり」、とくに労働関係という形において存す
るとし（ 1 文）、続けて、「使用」の手がかりとなる点は、指揮命令及び指揮命
令権者の労働組織への統合に基づく行為であるとする（同様に 5 編（医療） 5
条 1 項 1 号、 6 編（年金） 1 条 1 項 1 号、 7 編（労災） 2 条 1 項 1 号、 3 編





会保険への強制加入を定め、 2 つに、 4 編12条が家内労働者に対して、指揮命
令による拘束はないが、経済的従属性があるために、法律に基づき使用されて
いるとみなしている。 3 つに、年金法が、特別に保護を要する自営業者のいく
つかの業種のグループを強制加入対象にしている（ 6 編 2 条）。
　そこで、年金保険法（社会法典 6 編）を中心に適用対象を概観し（18）、次章で
検討する低所得小規模事業主の適用の問題状況を明らかにしておきたい。
　年金保険法（社会法典 6 編）は、「使用される者（Beschäftigte）」（ 1 条）と
して、賃金を対価に支払われる者及び職業教育のために使用される者（ 1 号）
などを定め、そして医療保険よりも広く自営業者に適用を拡大し、 2 条に自営
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業者（Selbständig Tätige）の保険加入義務について、 1 文に自営業の教師・保
育者（ 1 号）、独立した介護者（ 2 号）、農業、芸術家（ 5 号）などの職業グ
ループを対象に定めている（19）。
　小規模自営業者への適用可否が争いになるが（Ⅲ）、社会法典 6 編 2 条 1 文
9 号は、a）自らの自営業に関連して通常保険加入義務のある労働者を使用し
ないものであり、さらに b）継続しかつ本質的に一人の委託者に対してのみ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
業
を行うもの（前段）を被保険者と定めるが（強調筆者）、労働法上の「労働者
に類似する者」（労働協約法12a 条）より厳しい条件を設けている。 6 編 2 条
9 b 号の「一人の委託者に」の要件は、労働者を雇用しない事業主が、まず、
二人以上の委託者との業務を遂行している場合には、充足しない。さらに、
「一人の委託者に」対する業から得る報酬が全体の 6 分の 5 を占めるものでな
ければ充足しない（20）。一見、多くの自営業者をカバーするが、2015年に430万





















































る（ 4 編 8 条、ドイツでは事業主には 2 ％の税金を含む（所得税法40a 条 2





































































































（ 1 ）　Waltermann, Abschied vom Normalarbeitsverhältnis? Welche arbeits- und sozialrechtlichen 
Regelungen empfehlen sich im Hinblick auf die Zunahme neuer Beschäftigungsformen und die 









ことである（Waltermann, a.a. O., S. B11）。本文にあるように、労働法と社会保障法は、
個人の生活する能力をそこなうような一方向の給付に依るものではない、と（S. B105⊖6 
u. B115）。標準的労働関係についての詳細は、和田肇、前掲書、 8 頁以下。
（ 3 ）　Waltermann, Aktuelle Trendenzen im Niedriglohnsektor und in atypischer Beschäftigung-
Konzeptionelle Fragen mit Blick auf den Koaltionsvertrag, AuR 2018, 346, 349.
（ 4 ）　Waltermann, Sozialrecht, 13. Aufl., 2018, Rn. 113.




（ 7 ）　上田真理「非正規労働と社会保障法」『東洋法学』61巻 1 号（2017年）25頁以下。
（ 8 ）　厚生労働省『平成26年度　国民年金被保険者実態調査』（2015年）。
（ 9 ）　駒村康平「総論　高齢者向け所得保障制度の課題―公的年金と生活保護を中心とし 






とも関連した検討が不可欠である（Wenner, Rentenniveau und Grundgesetz, in: von Wulffen/
Krasney （Hg.）, Festschrift 50 Jahre Bundessozialgericht, 2004, 625, 629）。
（11）　BSG Urt. v.29. 08. 2012 SozR 4⊖2600§2 Nr 16; Mecke, Strukturprobleme der Finanzierung 
sozialer Sicherheit aus richterlicher Sicht - “Atypische Erwerbstätigkeit” - Strukturprobleme in der 
Rechtsprechung, in: Mausch/Spellbrink/Becker/Leibfried （Hg.）,  Grundlagen und 




（12）　Ein neuer Aufbruch für Europa Eine neue Dynamik für Deutschland Ein neuer Zusammenhalt 





第 2 次介護強化法（BGBl. 2015 I 2424）により被用者年金（ 6 編）の適用対象に定めら
れている（ 3 条 1 項 1 a 号）。
（14）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 3）, S. 349.
（15）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 3）, S. 349; Ruland, Die Rentenpolitik vor schwierigen 
Entscheidungen-Der Koalitonsvertrag und die rentenpolitischen Notwendigkeiten, DRV 2018, 1, 
18がある。
（16）　労働市場改革により基準を月額報酬400ユーロから450ユーロへ変更し、保険料免除特
権をもつ就業を拡大した（ 4 編 8 条2012年12月13日改正法 BGBl. 2012Ⅰ S. 2474⊖2479）。
（17）　SozR 4⊖2600§163 Nr 2.
（18）　小規模自営業者の被用者医療保険を中心に検討したものとして、上田真理「社会保障
法における個人の役割と受給の制約（ 2 ・完）『東洋法学』62巻 1 号（2018年）35頁以
下。
（19）　Bieback, Neue Selbständigkeit und soziale Sicherheit - Notwendigkeit einer Neuorientierung, 
Sozialer Fortschritt 1999, 166, 168.
（20）　Reinhardt, in: Reinhardt/Silber （Hg.）, Sozialgesetzbuch VI: Lehr- und Praxiskommentar, 4. 
Aufl., 2018, SGB VI,§2 Rn. 17; Segebrecht, in: Kreikebohm, SGB VI, 5. Aufl., 2017,§2 Rn.39.
（21）　Preis/Temming, Die Einbeziehung von Selbständige in die gesetzliche Rentenversicherung, 
VSSR 2017, 283, 294.
（22）　DIW, （Solo-） Selbstständige in Deutschland-Struktur und Erwerbsläufe, 2016.
（23）　Waltermann, Digitalisierung der Arbeitswelt und Schutz Kleiner Selbstständiger durch das 
Sozial-versicherungsrecht, SGb 2017, S. 425ff. 「一人事業主」にも、高齢期に十分な保障を
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可能にする法改正が求められてきた（Waltermann, Welche arbeits- und sozialrechtlichen 
Regelungen empfehlen sich im Hinblick auf die Zunahme Kleiner Selbstständigkeit?, RdA 2010, 
170）。
（24）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 1）, S. B103; ders, Digitalisierung der Arbeitswelt und Schutz Kleiner 
Selbstständiger durch das Sozialversicherungsrecht, SGb 2017, 425; Preis/Temming, a.a. O., S. 
305.
（25）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 1）, S. B71ff.; ders, Niedrige Entgelte im Arbeitsverhältnis - 
Warnsignale des Privatrechts und des Sozialrechts,in: Lobinger/Richardi/Wilhelm （Hg.）, 
Festschrift für Eduard Picker, 2010, S. 1177ff..
（26）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 3）, S. 348.
（27）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 1）, S. B 104ff.; ders, a.a. O. （Fuß 3）, S. 348ff.; Ruland, a.a. O., DRV 
2018, 1, 18.
（28）　Waltermann, Zuschussrente und Reformlinie im Niedriglohnsektor, JZ 2012, 553, 555; Nebe, 
Spaltung des Arbeitsmarkes durch Krisegesetzgebung, SR 2013, 1ff.. 労働市場改革から10年の
評価について、名古道功『ドイツ労働法の変容』（日本評論社、2018年）230頁以下参照。
（29）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 28）, S. 555; Schlegel, Wen soll das Sozialrecht schützen? - Zur 
Zukunft des Arbeitnehmer- und Beschäftigtenbegriffs im Sozialrecht,NZS 2000, 421ff.; Ruland, 
a.a. O., DRV 2018, 1ff..
（30）　上田真理「非正規労働と社会保障法」『東洋法学』61巻 1 号（2017年）38頁以下。
（31）　Picker, Niedriglohn und Mindestlohn, RdA 2014, 25, 29f..
（32）　Waltermann, Mindestlohn oder Mindesteinkommen?, NJW 2010, 801, 803; Picker, a.a. O., S. 
29f..
（33）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 23）, S. 429.
（34）　例えば、髙田好章「雇用によらない働き方」『経済』276号（2018年）30頁以下。









（38）　Waltermann, Nachwirkungen der “Hartz-Reformen” auf das Arbeits- und Sozialrecht, 2018, 









































































































解 決 し て い る。 そ れ が、 社 会 法 典 4 編 12 条 の 家 内 工 業 従 事 者
（Hausgeberbetreibende）（ 1 項）及び家内労働者（Heimarbeiter）（ 2 項）（以下、
「家内労働者等」）の定めである。家内労働者等は、 4 編 7 条 1 項の基準に基づ





用者保険法各法の全領域の強制加入対象になる（ 6 編（年金） 1 条 1 項、 5 編


















































るだけであれば、すでに 4 編12条 2 項が自営業者のそれを考慮した特別規定を
おくことにより解決しているため、新たな展開には至らない（22）。また、すべて















































（ 4 編 7 条）の基準の再検討が社会保障法においても求められている。加え
て、被用者に対する社会保険には個別法の定めがあるため、領域ごとの議論を
おう必要がある。社会法典 6 編（年金）の改正の議論を確認しておこう。







（ 1 ）Schlegel, Wen soll das Sozialrecht schützen? - Zur Zukunft des Arbeitnehmer- und 
Beschäftigtenbegriffs im Sozialrecht, NZS 2000, 421ff.; ders, Beschäftigte versus Selbstständige - 
Deutsches Sozialrecht, NZA-Beilage 2016, 13.





（ 3 ）Stäbler, Schulden im Sozialrecht - Beitragsrecht, SGb 2018, 81, 83. 「一人事業主」について 
の保護について、Mecke, Arbeit 4.0-Schöne neue sozialversicherungsfreie Arbeitswelt?, SGb 
2016, 481.
（ 4 ）Schlegel, a.a. O., S. 421ff..
（ 5 ）介護保険について、BVerfG Urt. v.3.4. 2001 E 103, 197, 221ff.; BT-Drucks. 12/5262, S. 2. 
Vgl. auch BT-Drucks. 13/9528, S. 8 f.. Schlegel, a.a. O., S. 426; Waltermann, Sozialrecht, 13. 
Aufl., 2018, Rn. 108.
（ 6 ）Neumann, Alters Sicherung und “Solo-Selbstständigkeit”, SGb 2010, 436ff.; Waltermann, 
Digi ta l i s ierung der  Arbei tswel t  und Schutz  Kleiner  Selbs ts tändiger  durch das 
Sozialversicherungsrecht, SGb 2017, 425, 429; Mecke, a.a. O., SGb 2016, 481, 487ff.; Preis, 
Heimarbeit, Home-Office, Global-Office - das alte Heimarbeitsrecht als neuer Leitstern für die 
digitale Arbeitswelt?, SR 2017, 173, 179; Preis/Temming, Die Einbeziehung von Selbständigen in 
die gesetzliche Rentenversicherung, VSSR 2018, 283ff.; Laura Schmitt, Soziale Sicherung 
Selbstständiger, SGb 2018, 541ff..
（ 7 ）Waltermann, Welche arbeits- und sozialrechtlichen Regelungen empfehlen sich im Hinblick auf 
die Zunahme Kleiner Selbstständigkeit?, RdA 2010, S. 162, 163; Mecke, Scheinselbstständigkeit 
im Gesundheits- und Sozialwesen - typusbildende Merkmale aus Sicht der Rechtsprechung 
Scheinselbständig, in: Deutscher Sozialgerichtstag e. V （Hg.）, Von der Integration zur Inklusion - 
Strukturwandel wagen! 2017, 70ff..
（ 8 ）Ruland, a. a. O., S. 10; Neumann, a. a. O., S. 464.
（ 9 ）BT-Drucks. 18/10571 v. 2.12.2016, S. 219.
（10）ebenda. S. 219, Rn. 34.
（11）SozR 4⊖2600§2 Nr 16. Auch vgl. Mecke, Strukturprobleme der Finanzierung sozialer 
Sicherheit aus richterlicher Sicht - “Atypische Erwerbstätigkeit” - Strukturprobleme in der 
Rechtsprechung, in: Mausch/Spellbrink/Becker/Leibfried （Hg.）,  Grundlagen und 
Herausforderungen des Sozialstaats - Denkschrift 60 Jahre Bundessozialgericht, Bd. II, 2015, 763, 
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773.
（12）Nullmeier, Digitale Ökonomie und Ihre Folgen für die Entwicklungsrichtung der gesetzlichen 
Rentenversicherung, DRV 2017, 249, 258; Waltermann, Aktuelle Trendenzen im 
Niedriglohnsektor und in atypischer Beschäftigung-Konzeptionelle Fragen mit Blick auf den 
Koaltionsvertrag, AuR 2018, 346, 352; Laura Schmitt, a.a. O., S. 541ff..
（13）Schnapp, Methodenprobleme des§7 Abs 1 SGB IV - Unmöglichkeit der Rechtssicherheit?, 
NZS 2014, 41ff..
（14）Winkler, in: Schlegel/Voelzke/Skipka/Winkler （Hg.）, SGB Ⅵ , 2013, 2. Aufl.,§12 Rn. 5.
（15）Deinert, Die heutige Bedeutung des Hemiarbeitsgesetzes, RdA 2018, 359, 366. Giesen/Kersten, 
Arbeit 4．0, 2018, S. 114ff. は、 4 編12条 2 項、 4 編 7 条 1 項の「使用される者」であると
し、医療保険（ 5 編 1 条 1 号）も雇用保険も適用されるとしつつ、労災（ 7 編）は BSG
がホーム・オフィスでの業務もその対象として認容しない判断をしていることから、適
用を困難であるとする。
（16）Brose, Von Bismarck zu Crowdwork - Über die Reichweite der Sozialversicherungspflicht in der 
digitalen Arbeitswelt, NZS 2017, 7, 10 ff..
（17）Waltermann, a.a. O. （Fuß 6）, S. 428.
（18）Waltermann, a.a. O. （Fuß 6）, S. 428; Preis/Temming, a.a. O., S. 305.
（19）Waltermann, a.a. O. （Fuß 6） S. 428.
（20）Mecke, a.a. O. （Fuß 11）, S. 780.
（21）BSG Urt. v. 30．4.2013, SozR 4⊖2400§7 Nr 21.
（22）Brose, a.a. O., S. 7ff..
（23）「一人事業主」への 6 編（年金）の適用は認めるが、 5 編（医療）の適用については否
定するものとして、Mecke, a.a. O. （Fuß 2）, S. 487ff. がある。Vgl. auch Deinert, a.a. O., S. 
365.
（24）Preis/Temming, a.a. O., S. 283.







（26）Neumann, a.a. O., S. 464; Waltermann, a.a. O. （Fuß 6）, S. 429; Mecke, a.a. O. （Fuß 11）, S. 772.
（27）Ruland, a.a. O., S. 10.

























































　そこで、2015年 1 月 1 日以降、ドイツで導入された法定最低賃金制度に目を
やると、これは低賃金層の減少に良い影響を与え、2015年の制定時は時給8．50
ユーロに設定され、2017年 1 月 1 日から時給8．84ユーロに、さらに2019年 1 月


























国年法の 1 号被保険者が増加している（ 8 ）。 2 つに、国民年金の保険料滞納者の
増加である。まず、前者についてみよう。20歳台の若い人に 1 号被保険者（国
























る。 1 つに、厚生年金の2016年改正法までは、「元 1 号被保険者」の労働者の
保険料負担が過大であったことに加えて、調査によると年齢が40歳代から60歳









































































































































の導入（2015年 1 月 1 日）が示唆的である（34）。確かに、労働条件である賃金の
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れば、目的を果たす程度の賃金の下限設定をする責任を負うのは社会的法治国









（ 3 ）　上田真理「非正規労働と社会保障法」『東洋法学』61巻 1 号（2017年）38頁以下。ド





（ 5 ）　Waltermann, Sozialrecht, a. a. O. （Fuß 1）, Rn. 141, 365 u. 370.
（ 6 ）　Waltermann, Das Alter, die Demografie und das Arbeitsrecht im Europäischen Kontext, RdA 
2015, 343, 351.
（ 7 ）　Waltermann, Arbeitsrecht, a. a. O. （Fuß 1）, Rn. 42; ders, Sozialrecht, a. a. O. （Fuß 1）, Rn. 141.


























（17）　Nullmeier, Die Sozialstaatsentwicklung im vereinten Deutschland. Sozialpolitik der Jahre 1990 
bis 2014, in: Mausch/Spellbrink/Becker/Leibfried （Hg.）, Grundlagen und Herausforederungen 
des Sozialstaates, Denkschrift 60 Jahre Bundessozialgerichts, Bd. 1, 2014, S. 181ff..
（18）　Greiner, Sozialrecht-Arbeitsrecht-Steuerecht:austauschbare Insturumente sozialstaatlicher 






（23）　Waltermann, Arbeitsrecht, a. a. O. （Fuß 1）, Rn. 42 u. 42a; ders, Gesetzliche und tarif-
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vertragliche Gestaltung in Niedriglohnsektor, NZA 2013, 1041f..
（24）　厚生労働省『平成28年パートタイム労働者総合実態調査の概況』（2017年）20頁表19
参照。
（25）　年金法における児童養育について、BVerfG Beschluß v. 12.3.1996 E 94, 241, 263f.; BSG 
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